
JWセンター 調査部

金属リサイクルに関する調査報告



１．調査背景・目的

• 2050年カーボンニュートラル実現に必要な再エネ機器・EV等の製造

には金属資源が不可欠であり、重要鉱物の需要は急激に増加している。

世界でカーボンニュートラルが加速する中、一部の金属は今後、需給が

逼迫することが見込まれる。このため、国内での資源循環を加速するこ

とで、国内の金属資源の自給率向上につなげ、経済安全保障に貢献す

ることが必要である。

• そこで、金属資源リサイクルの課題、今後の金属資源の循環にJWセン

ターが果たす役割等について参考情報を収集することを目的に、金属リ

サイクル事業者、非鉄金属製錬事業者にヒアリング調査を実施した。
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２．調査方法・調査期間

金属リサイクル事業者3社、非鉄金属製錬事業者1社に、金属リサイクル

の現状、課題等について情報収集、ヒアリング調査を実施した。また、調

査は令和6年4～10月に実施した。

＜主なヒアリング内容＞

➢ 金属くずの受入れ元、産業廃棄物・有価物の取扱い

➢ 金属資源のリサイクルの状況、廃棄物情報の活用状況等

➢ 回収可能な金属資源、再資源化の工夫等

➢ 各業界のリサイクル推進・温室効果ガス排出量削減の取組状況

➢ カーボンニュートラルに向けての金属リサイクルの課題・展望
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（１）金属くずの受入れ元業種等（主なヒアリング回答）
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• 解体業者、電気工事事業者、建設業者、同業の廃棄物処理業者、寄

せ屋（鉄くずが発生したところからスクラップ問屋に運搬する業者）等。

• 行政との取引きとして、不燃ごみを受け入れて中間処理を行い、ス

チール缶、アルミ缶等を選別している事例がある。

• 電子基板は、海外から輸入している事例もある。

３．調査結果
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（２）産業廃棄物か有価物かの判断（主なヒアリング回答）

• 金属含有量による買取価格と処理費用とを比較して、有価物としての

買取りか、産業廃棄物としての受入れかを判断している。金属価格の

高騰の影響から、有価物として買い取るケースが増えている。

• パソコンやコピー機等の基板は、金の含有割合が大きいため、価値が

高くなる。電子基板等に含まれる金属原料を分析し、原料の買取価格

を決定している。



＜参考＞金属くずの排出状況
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図１ 産業廃棄物の種類別排出量（令和４年度実績値）
出典：環境省 令和５年度事業 産業廃棄物排出・処理状況調査報告書
https://www.env.go.jp/content/000220694.pdf

令和4年度
金属くず（産業廃棄物）
排出量 約615万t

https://www.env.go.jp/content/000220694.pdf


（３）金属資源のリサイクル率、廃棄物情報の活用の状況等①
（主なヒアリング回答）
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• 金属資源の出荷先でのリサイクル率は把握していない。

• 廃棄物として受け入れたものも、有価物として受け入れたものも同じ設

備を使用してリサイクルしているため、廃棄物からどの程度、素材とし

てリサイクルしているかを把握するのは難しい。

• マニフェストで産業廃棄物の流れを追跡できるのは委託処理までであ

る。有価物として買い取った金属資源は、出荷先でほぼ100％がリサ

イクルされていると考えられるが、確実に全量がリサイクルされている

か等、出荷した金属資源のマテリアルバランスはわからない状況であ

る。



（３）金属資源のリサイクル率、廃棄物情報の活用の状況等②
（主なヒアリング回答）
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• 一方、今後はサーキュラーエコノミーの観点から資源循環された金属資

源の量を把握していく必要があると考えられる。

• 小型家電等の金属を含む製品の引き取りから保管、運搬の情報、リサ

イクルして金属資源として再利用されるまでの流れを把握するためのプ

ラットフォームがあるとよい。

• メーカーから自社が排出した廃棄物のリサイクル状況をトレースしたいと

いう要望がある。電子マニフェストで、排出事業者個社の廃棄物につい

て、中間処理業者におけるリサイクル状況を含めた、リサイクルの流れ

全体を管理できるとよい。また、有価物も電子マニフェストで管理できる

とよい。
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図２ 産業廃棄物の種類別の処理状況（令和４年度実績値）
出典：環境省、令和５年度事業 産業廃棄物排出・処理状況調査報告書
https://www.env.go.jp/content/000220694.pdf

令和4年度
金属くず（産業廃棄物）
リサイクル率
96%

＜参考＞金属くずの処理状況

https://www.env.go.jp/content/000220694.pdf


＜参考＞マテリアルフローの把握
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図３ リサイクルを含むマテリアルフローの把握
出典：資源エネルギー庁、「2050年カーボンニュートラル実現に向けた鉱物資源政策（令和３年１２月）」資料から抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shigen_nenryo/kogyo/pdf/009_03_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shigen_nenryo/kogyo/pdf/009_03_00.pdf


（４）市中に存在する回収可能な金属資源（主なヒアリング回答）
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• ベースメタル（鉄、アルミニウム、銅、亜鉛、スズ、鉛等）

• 貴金属（金、銀、白金、パラジウム、イリジウム等）

• レアメタル

• 排出事業者に資源循環・循環経済の必要性について啓発している。排

出事業者の分別が進むと、中間処理での再資源化がしやすくなり、処

理費用を抑えることも可能となる。

• 非鉄金属メーカーが、市場に出したものをリサイクルしたいと要望して

いるため、メーカーとの連携を強化している。メーカーの要望に応じて、

メーカー個社のリサイクルテストを行う事例もある。

• 産業廃棄物等として受け入れる金属くずを細かく選別して、個々の回

収物の付加価値を上げることに取り組んでいる。

（５）再資源化のための工夫（主なヒアリング回答）
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図４ 元素記号表（参考1）、重要鉱物
参考１：資源エネルギー庁、「鉱物資源の重要性」から抜粋）
https://www.enecho.meti.go.jp/about/special/tokushu/anzenhosho/koubutsusigen.html
参考2：経済産業省 「重要鉱物に係る安定供給確保を図るための取組方針（令和６年３月改定）」より
https://www.meti.go.jp/policy/economy/economic_security/metal/torikumihoshin.pdf 

日本の重要鉱物（参考2）

＜参考＞鉱物資源

https://www.enecho.meti.go.jp/about/special/tokushu/anzenhosho/koubutsusigen.html
https://www.meti.go.jp/policy/economy/economic_security/metal/torikumihoshin.pdf


（６）各業界のリサイクル推進・温室効果ガス排出量削減の
取組状況①（主なヒアリング回答）
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• サプライチェーン、企業間連携（コンソーシアム）が推進されている。

• 鉄は電炉への出荷が多かったが、高炉も需要が増えてきた。鉄鋼業に

おいて脱炭素への意識が高まっており、今後、再生品の価値が上がる

可能性がある。一方で、鉄自体の需要がそれほど高まっていないため、

鉄スクラップの価格が高騰するといった状況にまでは至っていないと考

えられる。

• セメント業界も脱炭素に取り組んでいる。



（６）各業界のリサイクル推進・温室効果ガス排出量削減の
取組状況②（主なヒアリング回答）
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• 鉄鋼業界では、マスバランス方式を適用したグリーンスチール＊を提案

している。

＊マスバランス方式を適用したグリーンスチールに関するガイドライン

https://www.jisf.or.jp/business/ondanka/kouken/greensteel/docume

nts/2023_greensteel_guideline.pdf

• 金属くずを回収、処理し、鉄スクラップを納入することで、カーボンニュー

トラルに寄与していると考える。

https://www.jisf.or.jp/business/ondanka/kouken/greensteel/documents/2023_greensteel_guideline.pdf
https://www.jisf.or.jp/business/ondanka/kouken/greensteel/documents/2023_greensteel_guideline.pdf


（７）カーボンニュートラルに向けての金属リサイクルの課題・
展望①（主なヒアリング回答）
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• 今後、排出事業者は、ISO等の各種認定の取得を産業廃棄物処理業

者の選定基準にすることが考えられる。認定取得の条件として、金属資

源のトレースが必要になってくる。

• 再生材の需要が増えてきているので、認定制度等の普及で再生品の付

加価値も上がっていくことが望まれる。

• 国内資源の海外流出、動静脈連携の拡大、不適正処理の撲滅等が課

題である。



（７）カーボンニュートラルに向けての金属リサイクルの課題・
展望②（主なヒアリング回答）
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• 再資源化のために設備を増設すると、CO2排出量が増加してしまう。

• 非鉄金属メーカーからはCO2排出量削減の取組みについて質問を受け

ることがあるが、自社の削減分がメーカーのCO2排出量削減にどの程

度、貢献しているかはわからない。電炉、高炉メーカーにおけるCO2排

出量取引においても、スコープ3の貢献度がわかるとよいが、スコープ3

をどのようにカウントするかの方法が明確とはなっていない。例えば、銅

の品位によってもCO2排出の削減量が違う。
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• 有価物で取引されている金属くずは100％に近い割合でリサイクルさ

れているとの推測もあるが、実際にどの程度リサイクルされているかを

把握する方法は確立されていない。

• 現行のマニフェスト制度では、産業廃棄物の委託処理について交付・登

録が義務付けられてるが、マニフェスト制度により、産業廃棄物、有価

物を一元管理したいというニーズもある。

• 令和6年度に公布された「資源循環の促進のための再資源化事業等の

高度化に関する法律」により、今後、産業廃棄物処分業者に再資源化

の実施状況の報告が求められる。再資源化の情報から、金属資源のリ

サイクル状況の把握への貢献が期待される。

４．まとめ①（金属リサイクルの状況把握のための廃棄物情報の
活用等の課題）
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• 金属資源の市況が変化した際のリサイクル状況やリサイクル技術等に

ついて、引き続き情報収集を行う。

• 再資源化情報（マニフェスト情報）の活用による、金属リサイクル状況や

カーボンニュートラルへの貢献度の把握手法等を検討する。

• 研究が進められている車載用リチウムイオン電池からの重要鉱物のリ

サイクルについて、研究の進捗や自動車産業の取組状況等について情

報収集を行い、重要鉱物リサイクルの課題、展望等を明らかにする。

４．まとめ②（金属リサイクルに関する調査の展望）



＜参考＞マニフェスト情報活用の検討
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（公財）日本産業廃棄物処理振興センター

電子マニフェスト情報利活用に関する調査

• 電子マニフェスト情報利活用高度化検討業務報告書（令和２～４年度）

https://www.jwnet.or.jp/info/chousa/bunrui1.html

• 資源循環の把握に向けた電子マニフェスト項目の補充に関する提案

（令和５年３月）

https://www.jwnet.or.jp/info/assets/files/R04_rikatsuyou_

teiansho.pdf

https://www.jwnet.or.jp/info/chousa/bunrui1.html
https://www.jwnet.or.jp/info/assets/files/R04_rikatsuyou_teiansho.pdf
https://www.jwnet.or.jp/info/assets/files/R04_rikatsuyou_teiansho.pdf
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